







































ンコ元首相は 年前に勃発した オレンジ革命 の立役者。独裁者は自らの政治生命と財産
を死守するためには手段を選ばない。連合協定の調印拒否は自らの保身のために過ぎない。
ウクライナ国民の生活は貧しい。国民 人当たり国内総生産（ ）はわずか ドル
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） 日本経済新聞 年 月 日号。






















行や民間企業の債務も含めると 年末時点で 億ドル（うち 億ドルは短期債務）を
超えるとみられる。ウクライナ の ％に匹敵する規模だ。他方、外貨準備金は 億
ドルまで減少した（ 年 月 日時点））。ウクライナが債務不履行（デフォルト）を回
避するには、 と 、それに世界銀行による救済措置が不可欠となる。
早速、 年から 年にかけて 億ドル程度の支援が必要だと試算された ）。世界銀行
はウクライナに最大 億ドルを支援、資金供給する方針を表明している ）。 の欧州委員
会は総額 億ユーロに及ぶ包括支援策を発表、早期に 億ユーロ分が実行された ）。ま




） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。




自由貿易協定（ ）早期発効による経済効果（ 日本経済新聞 年 月 日号）。





























年 月 日に正式就任したポロシェンコ新大統領は、 統合路線を標榜すると言
明、ウクライナは と自由貿易協定（ ）を含む、連合協定に締結、署名した。ウク
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） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
































した。ロシア編入後の 年 月 日には、民族自治区の創設をロシアに要請した。ロシア
側は要請にこたえて、自治権拡大に軌道修正している ）。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
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在なのである。セバストポリの兵力は 年の 万 人から 万 人に増派されてき
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） 日本経済新聞 年 月 日号。




















いずれにせよ、ウクライナ軍の兵力はわずか 万 人、ロシア軍の 万 人には太
刀打ちできない ）。ロシアが軍事介入を繰り返すかどうかが問題の焦点となる。
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た。いわゆる アラブの春 が再発することを懸念する指摘もある ）。
ウクライナの穀物生産が好調なのは中国や中東などからの資金が流入してきたからであ










） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。なお、 年穀物年度における
小麦主要輸出国の輸出量は次の通り。米国 万トン、カナダ、 万トン、オーストラリア 万
トン、ロシア 万トン、ウクライナ 万トン（ 日本経済新聞 年 月 日号）。また、ウクラ
イナのトウモロコシ輸出量は 万トンで、米国、ブラジルに次ぐ世界第 位（ 日本経済新聞 年
月 日号）。




























の カ国はプーチン大統領が上海から帰国した直後の 年 月 日、モスクワでユーラシ
ア経済同盟発足の条約を締結した ）。これはロシア主導による経済統合を目指し、ヒト、モ
ノ、カネの移動を促進し、経済政策も調整される。 や中国に対抗する経済圏創出を狙
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（トランス・ドニエストル）。この人口 万人の地域もロシア系が 分の 、ウクライナ系
が ％を占めるなどスラブ系住民が多いことで知られる ）。沿ドニエストル共和国でもロシ


















バ、グルジアとの間で 連合協定 に正式調印する ）。
他方、クリミア半島のロシア併合で警戒心を強めるのがソ連邦時代の構成共和国や同盟
国。ロシアと国境を接するバルト 国は に軍事力の強化を要請 ）。 はこの要
請に応答して、航空機による監視活動を強化するほか、バルト海、東地中海への艦船派遣で
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ウクライナの経済成長率は 年 ％増、 年 ％増と堅調に推移したが、 年
には僅か ％の成長率に甘んじた。さらに、 年には ％減とマイナス転換している ）。
続く 年 月期、マイナス ％とマイナス幅が拡大した。特に、混乱が長期化する




州復興開発銀行（ ）はマイナス ％と予想する ）。





） 日本経済新聞 年 月 日号。
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。











たり ドルから ドルに、さらに ドルに引き上げるという途方もない値上げを突
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問題は価格。米国産天然ガスの価格は 万 （英国熱量単位）あたり ドルである
が、ここに輸送・保険などのコストを追加しなければならない。そうすると、欧州での価格
は 万 当たり ドル近くになる。これは英国天然ガスよりも割高だ ）。割高な天然
ガスをウクライナが輸入し続ければ、新たな経済危機を招いてしまう。供給国はウクライナ
に割安価格で輸出しなければならない。これが民間レベルで通用するかどうかが問われる。





済成長の足枷となっている。経常赤字の対 比は既に 年段階で ％に達する。















い。ウクライナ全体の ％を占めるに過ぎない。クリミア半島の国民 人当たり は
万 フリブナで、ウクライナ全体の 万 フリブナよりも低い。キエフの 万
） 日本経済新聞 年 月 日号。
）ウクライナ国立銀行は 年 月 日、通貨フリブナを防衛すべく、政策金利を ％引き上げて年
％にしている（ 日本経済新聞 年 月 日号）。
）
）
） 日本経済新聞 年 月 日号。
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） 日本経済新聞 年 月 日号。
） 日本経済新聞 年 月 日号。
ウクライナ・ロシア関係の新展開（中津）
．展 望
































































スク州の はウクライナ全体の ％を占有、加えて、輸出や工業製品・サービスの 分
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